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議案第 23号  

 

 平成 29年度 北広島市水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 平成 29年度北広島市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

     （１）給水件数                             22,463件 

     （２）年間総配水量                          5,352,725㎥ 

     （３）１日平均配水量                          14,665㎥ 

     （４）主要な建設改良事業 ①配水管布設工事                 79ｍ 

②老朽管更新工事             3,349 ｍ 

③配水管移設工事                975ｍ 

④その他整備事業           一式 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

第１款 水道事業収益                      1,335,979千円 

      第１項 営業収益                       1,218,204千円 

      第２項 営業外収益                         117,774千円 

      第３項 特別利益                               1千円 

支   出 

第１款 水道事業費用                      1,327,581千円 

      第１項 営業費用                       1,291,437千円 

      第２項 営業外費用                           30,928千円 

      第３項 特別損失                     216千円 

      第４項 予備費                      5,000千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額 454,359千円は、過年度分損益勘定留保資金

91,722 千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 22,749 千円、

当年度分損益勘定留保資金 231,407千円、減債積立金 67,000千円及び建設改

良積立金 41,481千円で補てんするものとする。) 

収   入 

第１款 資本的収入                        5,587千円 

    第１項 工事負担金                     5,587千円 

支      出 

第１款 資本的支出                     459,946千円 

第１項 建設改良費                 392,401千円 

      第２項 企業債償還金                 67,545千円 
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 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定

める。 

事    項 期    間 限 度 額 

水道管理システム機器借上経費 平成 29年度～平成 31年度 1,194千円 

会計システム構築導入経費 平成 29年度～平成 30年度 23,819千円 

検針・収納等業務委託 平成 29年度～平成 34年度 307,756千円 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

と定める。 

 （１）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用と営業外費用 

     

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。 

  （１）職員給与費          173,913千円 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、40,391千円と定める。 

 

 

 

 

   平成２９年２月１７日提出 

 

 

                        

                            北広島市長 上 野 正 三 
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収 入

予 定 額

1 水道事業収益 1,335,979

1 営 業 収 益 1,218,204

1 給 水 収 益 1,142,178

2
そ の 他 の
営 業 収 益

76,026

2 営 業 外 収 益 117,774

1 受 取 利 息 103

2 他 会 計 負 担 金 2,862

4 長期前受金戻入 111,781

5 雑 収 益 3,028

3 特 別 利 益 1

1 過年度損益修正益 1

支 出

予 定 額

1 水道事業費用 1,327,581

1 営 業 費 用 1,291,437

1 原水及び浄水費 595,669

2 配 水 費 128,161

3 給 水 費 68,737

4 総 係 費 66,674

5 業 務 費 88,646

6 減 価 償 却 費 331,309

7 資 産 減 耗 費 11,879

8 その他営業費用 362

2 営 業 外 費 用 30,928

1 支 払 利 息 22,773

2 雑 支 出 2,155

4 消 費 税 6,000

3 特 別 損 失 216

1 過年度損益修正損 216

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

工事負担金等の戻入

水道料金

預金利息等

加入金、下水道事務受
託料等

下水道排水設備業務受
託料

(消費税込み）

平成29年度 北広島市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 備　　　　　考

項款 目 備　　　　　考

（単位：千円）

（単位：千円）

受水に要する費用

配水施設の維持管理費

給水施設の維持管理費

予備費

水道施設破損補償費等

過年度損益修正益

事業全般にわたる費用

料金徴収等に要する費用

固定資産の減価償却費

固定資産等の除却損

量水器売却原価

企業債利息等

納付消費税

過年度水道料金の更正

（消費税込み）

水道施設破損修繕等
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収 入

予 定 額

1 資 本 的 収 入 5,587

1 工 事 負 担 金 5,587

1
建 設 改 良
工 事 負 担 金

3,077

2 他 会 計 負 担 金 2,510

支 出

予 定 額

1 資 本 的 支 出 459,946

1 建 設 改 良 費 392,401

1 配水施設整備費 19,721

2 配水施設改良費 314,017

3 給水施設改良費 31,950

4 消 火 栓 設 置 費 2,473

5 営 業 設 備 費 22,341

6
リ ー ス 債 務
支 払 額

1,899

2 企業債償還金 67,545

1 企 業 債 償 還 金 67,545 企業債償還元金

消火栓の設置費

配水施設の整備費

配水施設の改良費

量水器の固定資産計上額

リース債務償還元金

固定資産購入費

(単位：千円)

（消費税込み）

(消費税込み）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 備　　　　　考

(単位：千円)

款 項 目 備　　　　　考

消火栓更新工事負担金

消火栓設置工事負担金
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（単位：千円）

1

当年度純利益（△は当年度純損失） △ 17,143

減価償却費 331,309

固定資産除却費 11,859

1,000

△ 100

△ 41

86

△ 12,000

△ 111,781

△ 103

22,773

2,679

△ 3,623

△ 14,165

0

小計 210,750

103

△ 22,773

188,080

2

△ 367,774

5,587

△ 362,187

3

△ 67,545

△ 1,808

△ 69,353

資金増加額（又は減少額） △ 243,460

資金期首残高 1,552,669

資金期末残高 1,309,209

重要な非資金取引

当該事業年度において、重要な非資金取引は予定していない。

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

貸倒引当金の増加額（△は減少）

修繕引当金の増加額（△は減少）

利息の支払額

長期前受金戻入額

財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

たな卸資産の減少額（△は増加）

工事負担金等による収入

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

利息の受取額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

未払金の増加額（△は減少）

退職給付引当金の増加額（△は減少）

賞与引当金の増加額（△は減少）

法定福利費引当金の増加額（△は減少）

業務活動によるキャッシュ・フロー

預り金の増加額（△は減少）

（注記）

有形固定資産の取得による支出

平成29年度 北広島市水道事業会計
予定キャッシュ・フロー計算書

受取利息

支払利息

未収金の減少額（△は増加）
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1　総  括

※

△ 1,791 △ 2,637 0

0
(0)

0 0 105 0

173,913

合　　　　　計 10 7,012 73,236 0 55,165 135,413 50,623 186,036

135,626

合　　　　　計 10 5,221
(1)

70,599 0 55,131 130,951 42,962

37,899前
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 10 7,012 52,184

21,0525 0 12,724

0

122,083

△ 1,791 △ 2,742 0 △ 1,394 △ 5,927 △ 7,616 △ 13,543

0

平成29年度 北広島市水道事業会計 給与費明細書

賞与引当金

6,500

11,680

扶養手当

4,680

3,930

0

750

区　分 期末勤勉手当

手  当  の

△ 4

12,983

△ 1,303

内　　　 訳

2,530

910

981

△ 117

△ 11

985

△ 324

6,617

児童手当

2,519 383

22,434本年度

72

比　較

比　較

前年度 22,362

38

寒冷地手当

区　分

本年度

前年度

通勤手当

1,824

1,896

1,862

1,572

住居手当 時間外勤務手当

△ 34

（単位：千円）

1,4651,360

△ 4,462 △ 7,661

休日勤務手当管理職手当

△ 45

50,410

21,157

△ 12,123

　（　）内は再任用短時間勤務職員等の数（外数）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

計

51,830

合　計

1,420

（単位：千円）

報　酬 給　料 賃　金 手　当

5,221 49,442

法　　定
福利費等

30,28337,137 91,800

12,67917,9940

37,68616,634

38,531 97,727

0

39,151

法定福利費等については、退職手当組合負担金、退職給付費（退職給付引当金への繰入額）を含む。

0

一般職

5

0資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

(1)

13

職　員　数  (人)

12

17

10
(1)

区　　　　　　　　　分

特別職

0資本勘定支弁職員

本
　
年
　
度

△ 34

428

△ 45

計

1,610

2,520 55,131

55,165

(1)

18

比
　
 
 

較

損益勘定支弁職員

△ 1

△ 1

合　　　　　計 0
(0)

※ 
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年間4.2月分から4.3月分に改定

備考　再任用短時間勤務職員等を除く。

39.3歳

改定

職員の異動等に

よる分

増　 減

職員数の異動状況 （人）

17

給与改定の状況

給料表を平均0.2％引き上げ

給与改定実施時期　平成28年4月1日

前年度給与改定

分

平均昇給率　0.67％

△ 1△ 1

前年度

増減分

0

0

0

492

区 分 増 減 額

手 当 制度改正に伴う

△ 2,637

2　給料及び手当の増減額の明細

3　給料及び手当の状況

（1）職員１人当たり給与

計その他職員数

17

18 18

657

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

本年度

給与改定に伴う

増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

給 料

△ 34

81

41.8歳

企　　　業　　　職 備　　　　　　　考

大 学 卒

一 般 行 政 職

（2）初任給

平 均 年 齢

平成28年1月1日現在

平成29年1月1日現在

178,200

（単位：千円）

（単位：円）

302,926

376,953

385,275

説      明 備　　　　　　　　　　考増  減  事  由  別  内  訳

期末勤勉手当率

178,200

教 育 公 務 員 技 能 労 務 職

178,200

－

－

消 防 職

146,100

△ 691

高 校 卒 146,100

企　　業　　職区 分

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

職員数の減など

178,200

291,261

△ 3,210

146,100146,100

一 般 会 計 の 制 度

（単位：円）

その他の増減分
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（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

区 分
級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

企 業 職

4

4

1

5.6

8

1

20

1

18

－

1

1

1

－

5.6

6

3

5

1

1

5.6

1

100.0

（級別の標準的な職務内容）

4 級2 級 3 級

20.0

5.0

40.0

5.0

5.0

100.0

5.0

企
　
業
　
職

定型的な業務を行
う職務

相当高度の知識又
は経験を必要とす
る業務を行う職務

主任の職務

1 級

課長等の職務
困難な業務を処理
する課長等の職務

部長等の職務

1 主査等の職務
2 困難な業務を処理
   する主任の職務

5 級 6 級 7 級

5 級

6 級

7 級

計

3 級

4 級

5 級

6 級

平成29年1月1日

平成28年1月1日

1 級

2 級

3 級

4 級

7 級

計

－

1

－

－

－

－

1 級

2 級

－

－

100.0

－

－

－

5.6

33.3

16.6

27.7

－

－

－

－

100.0

－

－

－

－

20.0

－

－

（3）級別職員数 （　）内は再任用短時間勤務職員等の数及び構成比（外数）

－

－

－

－

－

－
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備考　職員数欄には再任用短時間勤務職員等を含まない。

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

82.4%

18

17

5

有

有

（単位：月分）

1.05 1.20

1.1751.025

1.05

2.025

2.075 2.225

2.175

区 分

一 般 会 計
の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

区 分

扶 養 手 当

（7）その他の手当

支 給 率 等

20年勤
続 の 者

北 海 道
市町村職員
退 職 手 当
組 合 加 入

4.30

4.20

1.20 2.25

（単位：月分）（6）定年退職及び勧奨退職にかかる退職手当

一般会計の制度 有
2.075

支 給 期 別 支 給 率

6月 12月
支給率計

職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

本 年 度

（5）期末手当・勤勉手当

区 分

2.225 4.30

2.20

2.25

（　）内は再任用職員等の支給率

前 年 度

同通 勤 手 当

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同

同住 居 手 当

－

－

－

25年勤
続 の 者

35年勤
続 の 者

最 高
限 度

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

49.59

34.5825 49.59 49.5925.5563

定年前早期退
職 特 例 措 置
（2%～45%加算）

定年前早期退
職 特 例 措 置
（2%～45%加算）

25.5563 34.5825 49.59

4 号 給

（4）昇　　給

区 分

職 員 数 （Ａ）

企 業 職

17

（単位：人）

4

10

前 年 度
号 給 数 内 訳

2 号 給

4 号 給 12

昇 給 に か か る 職 員 数 （Ｂ）

本 年 度
号 給 数 内 訳

2 号 給

比 率 （Ｂ）/（Ａ）

昇 給 に か か る 職 員 数 （Ｂ）

94.4%

14

比 率 （Ｂ）/（Ａ）

職 員 数 （Ａ）
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金　額

自 動 車
借 上 経 費

716 306 410 410 -

水 道 施 設 更 新
計 画 策 定 委 託

24,812 0 21,600 - 21,600

水道管理システ
ム機器借上経費

1,194 - 1,194 1,194 -

会 計 シ ス テ ム
構 築 導 入 経 費

23,819 - 23,819 - 23,819

検 針 ・ 収 納 等
業 務 委 託

307,756 - 307,756 307,756 -

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生
（ 見 込 ） 額

（単位：千円）

本 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

左　の　財　源　内　訳

金　額
損益勘定
留保資金

平成29年度
～

平成30年度

給水収益

平成29年度
～

平成31年度

平成28年度

期　間 期　間

平成28年度 平成29年度

平成29年度
～

平成34年度

-

（消費税込み）

-

-
平成29年度

～
平成30年度
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1

(1)

イ 土 地 247,631

ロ 建 物 412,940

減 価 償 却 累 計 額 △ 230,349 182,591

ハ 構 築 物 12,471,561

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,223,358 7,248,203

ニ 機 械 及 び 装 置 1,673,333

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,207,403 465,930

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 20,960

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,098 17,862

ヘ 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 25,195

減 価 償 却 累 計 額 △ 21,897 3,298

ト 建 設 仮 勘 定 56,821

8,222,336

(2)

イ リ ー ス 資 産 1,559

1,559

8,223,895

2

(1) 1,309,209

(2) 104,018

△ 2,427 101,591

(3) 18,540

1,429,340

9,653,235

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

平成29年度 北広島市水道事業会計 予定貸借対照表
（平成30年3月31日）

（単位：千円）

資 産 の 部

固　　定　　資　　産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流　　動　　資　　産

現 金 預 金

未 収 金

資 産 合 計
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3

(1)

イ 建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債 859,766

859,766

(2) 0

(3)

イ 退 職 給 付 引 当 金 55,338

ロ 修 繕 引 当 金 187,169

242,507

1,102,273

4

(1)

イ 建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債 69,256

69,256

(2) 602

(3) 79,644

(4)

イ 賞 与 引 当 金 9,409

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,777

11,186

(5) 94,800

255,488

5

(1)
1,875,211

△ 1,161,335 713,876

(2) 1,122,537

△ 754,245 368,292

(3) 1,023,566

△ 464,422 559,144

(4) 985,585

△ 411,367 574,218

2,215,530

3,573,291

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

流　　動　　負　　債

リ ー ス 債 務

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

補 助 金 長 期 前 受 金

工事負担金長期前受金

引 当 金 合 計

収 益 化 累 計 額

加 入 金 長 期 前 受 金

固　　定　　負　　債

繰　　延　　収　　益
受 贈 財 産 評 価 額
長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 の 部

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

企 業 債

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計
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6

(1)

イ 固 有 資 本 金 6,492

ロ 組 入 資 本 金 2,618,892

ハ 出 資 金 1,819,874

4,445,258

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 142,970

ロ 工 事 負 担 金 283,322

ハ 加 入 金 81,205

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 8,900

516,397

(2)

イ 減 債 積 立 金 212,000

ロ 利 益 積 立 金 490,000

ハ 建 設 改 良 積 立 金 324,951

ニ 当年度未処分利益剰余金 91,338

1,118,289

1,634,686

6,079,944

9,653,235

・ 貸倒引当金の取崩し

・ 修繕引当金の取崩し
　栄町地区の洗管修繕のため12,000千円取り崩すこととしている。

・ 賞与引当金の取崩し

・ 法定福利費引当金の取崩し

　平成29年度中に見込まれる不納欠損のため、2,341千円取り崩すこととしている。

　平成29年6月の期末手当及び勤勉手当支給時に9,509千円取り崩すこととしている。

　平成29年6月の法定福利費支出時に1,817千円取り崩すこととしている。

（注記） 引当金の取崩し

資 本 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰　　　余　　　金

資 本 剰 余 金 合 計

（消費税抜き）

資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 の 部

利 益 剰 余 金

資　　　本　　　金
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1

(1) 給 水 収 益 1,075,029

(2) そ の 他 の 営 業 収 益 80,846

(3) 他 会 計 補 助 金 6,561 1,162,436

2

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 551,206

(2) 配 水 費 107,881

(3) 給 水 費 63,696

(4) 総 係 費 71,866

(5) 業 務 費 66,837

(6) 減 価 償 却 費 333,475

(7) 資 産 減 耗 費 13,517

(8) そ の 他 営 業 費 用 310 1,208,788

46,352

3

(1) 受 取 利 息 181

(2) 他 会 計 負 担 金 2,850

(3) 受 託 工 事 収 益 14,318

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 118,120

(5) 雑 収 益 3,531 139,000

4

(1) 支 払 利 息 24,442

(2) 受 託 工 事 費 13,571

(3) 雑 支 出 2,604 40,617 98,383

52,031

5

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

(2) そ の 他 特 別 利 益 14,675 14,675

6

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 70 70 14,605

66,636

0

65,000

131,636

（消費税抜き）

平成28年度 北広島市水道事業会計 予定損益計算書
（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

その他未処分利益剰余金変動額

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 収 益

経 常 利 益

営 業 外 費 用

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

（単位：千円）

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

営 業 損 失

当 年 度 純 利 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益
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1

(1)

イ 土 地 247,631

ロ 建 物 411,620

減 価 償 却 累 計 額 △ 222,388 189,232

ハ 構 築 物 12,210,156

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,994,327 7,215,829

ニ 機 械 及 び 装 置 1,641,383

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,137,164 504,219

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 3,261

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,098 163

ヘ 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 23,528

減 価 償 却 累 計 額 △ 21,253 2,275

ト 建 設 仮 勘 定 36,821

8,196,170

(2)

イ リ ー ス 資 産 3,118

3,118

8,199,288

2

(1) 1,552,669

(2) 106,697

△ 2,341 104,356

(3) 14,917

1,671,942

9,871,230

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流　　動　　資　　産

現 金 預 金

平成28年度 北広島市水道事業会計 予定貸借対照表
（平成29年3月31日）

（単位：千円）

資 産 の 部

固　　定　　資　　産

有 形 固 定 資 産
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3

(1)

イ 建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債 929,021

929,021

(2) 604

(3)

イ 退 職 給 付 引 当 金 54,338

ロ 修 繕 引 当 金 199,169

253,507

1,183,132

4

(1)

イ 建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債 67,545

67,545

(2) 1,807

(3) 93,809

(4)

イ 賞 与 引 当 金 9,509

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,818

11,327

(5) 94,800

269,288

5

(1)
1,876,146

△ 1,119,711 756,435

(2) 1,131,482

△ 745,641 385,841

(3) 1,025,029

△ 440,942 584,087

(4) 987,352

△ 391,992 595,360

2,321,723

3,774,143

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

工事負担金長期前受金

収 益 化 累 計 額

加 入 金 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

補 助 金 長 期 前 受 金

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰　　延　　収　　益
受 贈 財 産 評 価 額
長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

流　　動　　負　　債

企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

固　　定　　負　　債

企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

引 当 金 合 計

負 債 の 部
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6

(1)

イ 固 有 資 本 金 6,492

ロ 組 入 資 本 金 2,553,892

ハ 出 資 金 1,819,874

4,380,258

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 142,970

ロ 工 事 負 担 金 283,322

ハ 加 入 金 81,205

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 8,900

516,397

(2)

イ 減 債 積 立 金 269,000

ロ 利 益 積 立 金 490,000

ハ 建 設 改 良 積 立 金 309,796

ニ 当年度未処分利益剰余金 131,636

1,200,432

1,716,829

6,097,087

9,871,230

・ 貸倒引当金の取崩し

・ 退職給付引当金の取崩し

・ 修繕引当金の取崩し

・ 賞与引当金の取崩し

・ 法定福利費引当金の取崩し

　平成28年度期末における退職給付引当金見積額が、平成28年度期首の金額を下回る見
込みのため、14,675千円取り崩すこととしている。

　平成28年6月の期末手当及び勤勉手当支給時に7,657千円取り崩した。

　平成28年6月の法定福利費支出時に1,417千円取り崩した。

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

（消費税抜き）

　平成28年度中に見込まれる不納欠損のため、2,459千円取り崩すこととしている。

　配水池の計装装置修繕等のため、修繕引当金6,965千円取り崩した。

（注記） 引当金の取崩し

資 本 金 合 計

剰　　　余　　　金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 の 部

資　　　本　　　金

資 本 金
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Ⅰ

1

.

. 評価基準及び評価方法は、先入先出法（必要があると認めたときは、個別法）による原価法を採用する。

2 固定資産の減価償却の方法

（1）

.

.

　　　　　　　　　 　　　

.

（2）

.

.

3

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

4

.

.

Ⅱ

1

.

.

無形固定資産（リース資産を含む。）

減価償却の方法は、残存価額を0とする定額法による。なお、減価償却の記帳方法は、直接法による。

　当年度末において水道事業職員（過去の在籍者を含む。）が自己都合により全員退職するものと仮定

貸倒引当金　　　　　　 　

としての数字の把握が困難であることから、各会計における在籍期間で按分して算定するものとする。

給見込額の4/6）を計上するものとする。

　翌年度6月における職員の期末手当及び勤勉手当（以下「職員賞与」という。）の支給に備えるため、

リース料総額が300万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引の方法に準じた

会計処理を行う。

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、期中税抜方式による。

 リース契約により使用する固定資産

注記事項

 重要な会計方針

たな卸資産の評価基準及び評価方法

　翌年度6月における職員賞与にかかる法定福利費の支出に備えるため、当年度負担に属する分（支

　水道料金の貸倒損失に備えるため、過去3ヶ年の貸倒実績率により、回収不能見込額を計上する。

引当金の計上方法

退職給付引当金　　    　

した場合に水道事業が支給すべき退職手当の総額から、退職手当組合における水道事業職員の積立　　　　　　　　 　   

たな卸資産は、たな卸経理を行う量水器及び材料とする。

金相当額を控除した金額とする。なお、一般会計との人事異動が頻繁に行われており、水道事業職員

リース取引の処理方法

賞与引当金　　　　　 　　

当年度負担に属する分（支給見込額の4/6）を計上するものとする。

法定福利費引当金　　　

消費税及び地方消費税の納付額算出方法は、一括比例配分方式による。

リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引の方法に準じた

会計処理を行う。

有形固定資産

減価償却の方法は、定額法による。なお、減価償却の記帳方法は、間接法による。

修繕引当金

　地方公営企業法施行規則附則第4条の規定による経過措置に基づき、改正前の地方公営企業会計

基準により計上した修繕引当金を計上している。

主な耐用年数　　　 建物 15年～50年　　構築物 10年～60年　　機械及び装置 6年～20年

車両及び運搬具 5年　　工具器具及び備品 4年～15年

耐用年数 ソフトウェア（リース資産） 5年　

有形固定資産のうち、量水器(水道需要者の宅地又は建物に取り付けるものに限る。）は、取替資産とし、

取替法による費用計上を行う。
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2 リース会計に係る特例措置

3

１年以内 2,263,703 円

１年超 6,170,970 円

　計 8,434,673 円 ※平成29年度中に更新する契約のリース料（予定額）を含む。

Ⅲ

1

2

Ⅳ

込まれない遊休資産については、独立した資産グループとする。

減損の兆候について

　本市水道事業会計は、単一セグメントのため、記載を省略する。

　セグメント情報

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第55条第2項の規定に

より、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行う。

　減損損失

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 （平成29年度末）

固定資産のグルーピングの方法

　本市水道事業において使用している固定資産については、全ての資産が一体となってキャッシュ・フロ

　上記の固定資産グループにおいて、本年度、減損の兆候を生じる可能性のある事象の発生は見込まれ

ていない。

ーを生成していることから、全体を１つの資産グループとしている。ただし、供用廃止等で将来の使用が見
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予算実施計画説明書  





項

目

1 1,335,979 1,375,052 △ 39,073

1 1,218,204 1,228,941 △ 10,737

1 給 水 収 益 1,142,178 1,150,037 △ 7,859

2 そ の 他 の 76,026 78,904 △ 2,878

営 業 収 益 材料売却収益 430 量水器の売却代

加 入 金 13,173

手 数 料 8,118

他会計負担金 6,780

2 117,774 146,110 △ 28,336

1 受 取 利 息 103 612 △ 509

預 金 利 息 100 大口定期預金利息

有価証券利息 1 有価証券利息

貸 付 金 利 息 2 一般会計貸付金利息

2 他会計負担金 2,862 3,088 △ 226

他会計負担金 2,862 下水道排水設備業務の受託料

3 受託工事収益 0 21,925 △ 21,925

受託工事収益 0

4 長期前受金 111,781 117,805 △ 6,024

戻 入 受 贈 財 産
評 価 額 戻 入

42,560

工 事 負 担 金
戻 入

23,136

加 入 金 戻 入 24,943

補 助 金 戻 入 21,142

5 雑 収 益 3,028 2,680 348

不 用 品 売 却
収 益

545

その他雑収益 2,483 水道施設破損補償費等

3 1 1 0

1 過年度損益 1 1 0

修 正 益 過 年 度 損 益
修 正 益

1

長期前受金の戻入
（減価償却費・除却費見合い分）

金　額

　収　入

水 道 料 金 1,142,178

平成 29年度 北広島市水道事業会計予算実施計画説明書
収益的収入及び支出

 款

区　　　分

本 年 度
予 定 額

増 減 額

節

（単位：千円）

（消費税込み）

給水装置工事審査検査手数料等

消火栓関連費、部長人件費の1/2

過年度損益修正益過年度損益修正益

下 水 道 事 務
受 託 収 益

特 別 利 益

説　　　　　　　　　明

水 道 事 業 収 益

前 年 度
当     初
予 定 額

営 業 収 益

営 業 外 収 益

検年満期量水器の売却検年満期量水器の売却

47,525

（基本料金）

（使用料金）

（臨時給水） 2,160

240,439

下水道事務の受託料

水道利用加入金

899,579
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（単位：千円）

 款

項

目

1 1,327,581 1,376,738 △ 49,157

1 1,291,437 1,314,420 △ 22,983

1 原 水 及 び 595,669 595,302 367

浄 水 費 受 水 費 595,669

2 配 水 費 128,161 120,685 7,476

給 料 7,101 職員2名分　給料

手 当 3,888 職員2名分　諸手当

法 定 福 利 費 2,642

法 定 福 利 費
引当金繰入額

175

賞 与 引 当 金
繰 入 額

921

報 酬 1,798

備 消 耗 品 費 693 事務用消耗品代等

燃 料 費 372 ガソリン代等

光 熱 水 費 1,104 配水池等電気料

通 信 運 搬 費 2,074 専用回線使用料等

委 託 料 47,087

手 数 料 1,969 水質検査手数料等

賃 借 料 1,636 水道管理システム機器借上代等

修 繕 費 35,337 配水管等の水道施設修繕費

動 力 費 16,622 配水池等電気料

材 料 費 2,080 漏水資材費

補 償 費 2,000 漏水事故等の補償費

保 険 料 645 水道賠償責任保険料等

公 課 費 17 自動車重量税

3 給 水 費 68,737 86,889 △ 18,152

給 料 14,325 職員4名分(内1名再任用) 給料

手 当 7,714 職員4名分(内1名再任用) 諸手当

法 定 福 利 費 5,198

法 定 福 利 費
引当金繰入額

313

賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,731

報 酬 1,798

旅 費 9 職員旅費

使用料金

本 年 度
予 定 額

前 年 度
当     初
予 定 額

増 減 額 説　　　　　　　　　明
金　額

職員4名分(内1名再任用)
Ｈ30.6賞与

営 業 費 用

552,293基本料金

職員4名分(内1名再任用) 共済費等
非常勤職員1名分　社会保険料

配水管路図修正電算入力委託

水道施設維持管理業務委託 等

職員2名分　共済費等
非常勤職員1名分　社会保険料

職員2名分　Ｈ30.6賞与にかかる
法定福利費

43,376

配水池電気計装設備点検委託

職員4名分(内1名再任用)
Ｈ30.6賞与にかかる法定福利費

非常勤職員1名分

水 道 事 業 費 用

職員2名分　Ｈ30.6賞与

非常勤職員1名分

　支　出

節

区　　　分
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 款

項

目

本 年 度
予 定 額

前 年 度
当     初
予 定 額

増 減 額 説　　　　　　　　　明
金　額

節

区　　　分

備 消 耗 品 費 1,143 量水器プレート代等

燃 料 費 134 ガソリン代

印 刷 製 本 費 190 各種申請書・通知書等の印刷費

通 信 運 搬 費 178 郵便料　

委 託 料 2,670

手 数 料 59 水質検査手数料

賃 借 料 324 自動車の借上代

修 繕 費 32,316 検年満期量水器の取替工事等

材 料 費 444 修理用量水器代

保 険 料 150 自動車損害保険料

公 課 費 41 自動車重量税

4 総 係 費 66,674 85,532 △ 18,858

給 料 20,466 職員5名分　給料

手 当 13,423 職員5名分　諸手当

法 定 福 利 費 7,914

法 定 福 利 費
引当金繰入額

537

賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,824

退 職 給 付 費 1,000

退職手当組合
負 担 金

9,121

報 酬 480

旅 費 726 職員旅費等

被 服 費 270 職員用作業衣等

備 消 耗 品 費 1,584 水道週間啓発用消耗品費等

燃 料 費 53 ガソリン代

印 刷 製 本 費 95

通 信 運 搬 費 152 郵便料、携帯電話料金等

使 用 料 789 プリンター複合機使用料

手 数 料 92 広報紙掲載の折込手数料等

賃 借 料 326 自動車の借上代

修 繕 費 54 パソコン等の修繕費

庁舎使用料等の一般会計負担金

日水協会費、各種研修会会費等

保 険 料 35 自動車損害保険料

貸 倒 損 失 117

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

2,426

水道事業経営審議会委員10名分

水道料金の貸倒損失

会 費 負 担 金 4,190

広報紙掲載にかかる印刷費等

職員5名分　Ｈ30.6賞与

損益勘定職員12名分　負担金

水道料金の貸倒引当金への繰入
額

職員5名分　Ｈ30.6賞与にかかる
法定福利費

職員5名分　共済費等

休日等給水サービス業務委託等

退職給付引当金不足額繰入分
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 款

項

目

本 年 度
予 定 額

前 年 度
当     初
予 定 額

増 減 額 説　　　　　　　　　明
金　額

節

区　　　分

5 業 務 費 88,646 76,503 12,143

給 料 7,550 職員2名分　給料

手 当 5,612 職員2名分　諸手当

法 定 福 利 費 3,186

法 定 福 利 費
引当金繰入額

197

賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,024

報 酬 1,145 非常勤職員2名分

旅 費 15 職員旅費

備 消 耗 品 費 395 事務用消耗品代等

燃 料 費 94 ガソリン代

印 刷 製 本 費 567 請求書、通知書等の印刷費

通 信 運 搬 費 5,204 郵便料、ファクシミリ通信料

委 託 料 54,156

手 数 料 4,598 口座振替手数料等

賃 借 料 4,724 上下水道料金システム借上代等

修 繕 費 54 車両等の修繕費

補 償 費 10 損害賠償金

会 費 負 担 金 78 口座振替伝送負担金

保 険 料 37 自動車損害保険料

6 減 価 償 却 費 331,309 333,481 △ 2,172

329,749 建物

構築物

機械及び装置

工具器具及び備品

無形固定資産
減 価 償 却 費

1,560

7 資 産 減 耗 費 11,879 15,598 △ 3,719

固 定 資 産
除 却 費

11,859 固定資産の除却費

た な 卸
資 産 減 耗 費

20

8 そ の 他 362 430 △ 68

営 業 費 用 材料売却原価 362 量水器の売却原価

2 30,928 57,009 △ 26,081

1 支 払 利 息 22,773 24,442 △ 1,669

企 業 債 利 息 22,768 企業債利息

リ ー ス 利 息 5

検針・収納等業務委託

たな卸資産のき損、滅失等

有形固定資産
減 価 償 却 費

リース利息

7,961

250,905

職員2名分　Ｈ30.6賞与にかかる
法定福利費

職員2名分　共済費等
非常勤職員2名分　社会保険料

644

70,239

職員2名分　Ｈ30.6賞与

水道開閉栓業務委託

上下水道料金収納業務委託 等

営 業 外 費 用

リース資産（会計システム）
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 款

項

目

本 年 度
予 定 額

前 年 度
当     初
予 定 額

増 減 額 説　　　　　　　　　明
金　額

節

区　　　分

2 雑 支 出 2,155 2,154 1

修 繕 費 1,955

雑 支 出 200

3 受 託 工 事 費 0 21,913 △ 21,913

工 事 請 負 費 0

4 消 費 税 6,000 8,500 △ 2,500

消 費 税 6,000

3 216 309 △ 93

1 過 年 度 損 益 216 309 △ 93

修 正 損 過 年 度 損 益
修 正 損

216

4 5,000 5,000 0

1 予 備 費 5,000 5,000 0

予 備 費 5,000

過年度水道料金の調定更正

(消費税込み)

特 別 損 失

予 備 費

他工事による水道施設破損修繕等

控除対象外消費税の一括費用化

消費税及び地方消費税の納付額
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（単位：千円）

 款

項

目

1 5,587 6,365 △ 778

1 5,587 6,365 △ 778

1 建 設 改 良 3,077 3,165 △ 88

工 事 負 担 金

2 他 会 計 2,510 3,200 △ 690

負 担 金 他会計負担金 2,510

資 本 的 収 入

工 事 負 担 金

　収　入

資本的収入及び支出

節

区　　　分

消火栓設置工事負担金

（消費税込み）

本 年 度
予 定 額

前 年 度
当     初
予 定 額

増 減 額 説　　　　　　　　　明
金　額

消火栓更新工事負担金3,077
建 設 改 良
工 事 負 担 金
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（単位：千円）

 款

項

目

1 459,946 437,411 22,535

1 392,401 371,530 20,871

1 配 水 施 設 19,721 27,800 △ 8,079

整 備 費 備 消 耗 品 費 108

工 事 請 負 費 19,613

2 配 水 施 設 314,017 290,631 23,386

改 良 費 給 料 21,157

手 当 17,994

法 定 福 利 費 8,553

退職手当組合
負 担 金

4,126

旅 費 11

備 消 耗 品 費 333

燃 料 費 106

委 託 料 22,680

賃 借 料 786

修 繕 費 108

工 事 請 負 費 237,801

会 費 負 担 金 286

保 険 料 76

3 給 水 施 設 31,950 46,778 △ 14,828

改 良 費 固 定 資 産
購 入 費

31,950 量水器の固定資産計上額

4 消 火 栓 2,473 2,949 △ 476

設 置 費
工 事 請 負 費 2,473 消火栓設置工事

5 営 業 22,341 1,478 20,863

設 備 費 固 定 資 産
購 入 費

22,341

6 リ ー ス 債 務 1,899 1,894 5

支 払 額 リ ー ス 債 務
支 払 額

1,899 リース債務償還元金

2 67,545 65,881 1,664

1 企 業 債 67,545 65,881 1,664

償 還 金
企業債償還金 67,545 企業債償還元金

増 減 額

　支　出

節

企 業 債 償 還 金

説　　　　　　　　　明
金　額

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

本 年 度
予 定 額

札幌市緊急時連絡管布設工事等

職員旅費

車両等の修繕費

職員5名分　諸手当

事務用消耗品代等

区　　　分

自動車損害保険料

前 年 度
当     初
予 定 額

職員5名分　給料

連絡管流量制御用備品等

（消費税込み）

老朽管更新工事

配水管移設工事 等

水道施設更新計画策定委託等

自動車の借上代

職員5名分　共済費等

ガソリン代

資本勘定職員5名分　負担金

工事積算システム利用負担金

給水タンク車、パーソナルコン
ピュータ等の購入
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